
は じ め に 
 

（１）マネジメントサイクルの推進 

 

○これまでの取組による成果の検証を更に徹底しつつ、県民ニーズを踏まえた真に有効な施策の実現

に努めていく必要があります。 

 

○そのために各種指標による現状分析や取組成果の評価、これらを踏まえた具体的な目標設定等を予

算編成や事業の執行に反映していくという、マネジメントサイクルの取組が必要となります。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「重点課題に関する評価」について 

 

○行財政運営の改善・見直しのために、「CHECK（評価）」はマネジメントサイクルにおける重要な要素で

す。今年度は、『令和６年度 奈良県政策集』（令和６年２月発行）で示した目標について、取組成果を

分析・評価するとともに、課題を明確化した上で今後の取組方針を整理し、『令和６年度 重点課題に

関する評価』としてとりまとめました。 

 

○今回の評価結果を踏まえ、次年度の県政の取組や予算編成等に着実に反映させることで、奈良県の

持つ限りない可能性を最大限に引き出し、誇りある奈良県を目指します。 

○奈良県政策集の公表 

〇予算編成 
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